
作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

1

4回

10日/月

4回

　11日/月

・「農業委員会活動記
録簿」の内容確認及
び支援

農業委員・推進委員の農業委
員会活動の状況を把握し、支
援します。

○

委員１人、１月当たりの最
適化活動日数の達成度
は、110％であり、達成でき
た。

2

年２回

管内農地面積
の1%以下

年２回

管内農地面積
の1％以下

・農地利用状況調査
の実施
・農地パトロールの実
施
・遊休農地所有者へ
の是正指導
・農地利用意向調査
の実施

農業委員・推進委員や関係機
関・団体と連携し、定期パト
ロールを実施し、遊休農地の
発見・指導を行います。

○

農地パトロールの実施
２回

遊休農地率
0.31％

3

74.0% 74.9% 担い手への農地の集
積・集約

農業委員・推進委員や農地中
間管理機構などの関係機関と
連携し、担い手への農地の集
積・集約を進めます。

○

最適化活動の農地集積率
目標に対する達成率は、
101.2％であり、達成でき
た。

4 行財1-1-①

0件 0件 コンプライアンスの推
進

職員研修などによりコンプライ
アンス意識の浸透・徹底を図る
とともに、内部統制制度を活用
し、不適切な事務処理の発生
防止に向けた取り組みを組織
で共有することで、不適切な事
務処理の発生を防止します。

○

内部統制制度の報告件数
0件

組織目標管理シート

年度 令和6年度 R6.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標組織名（部） 農業委員会事務局

組織名
（準部・課・機関名）

北区事務所 R7.3.31

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

　「農地等の利用の最適化」を推進
するため、具体的な取組等につい
て定める「事業計画」、「最適化活
動の目標の設定等」などに基づく、
農業委員会活動の状況を把握し、
農業委員・推進委員の活動を支援
します。

確認回数

委員一人、一月当
たりの最適化活動
の日数

主な取組（事業）

引き続き、農業委員・推進委
員の円滑な農業委員会活動
を行い、「農地等の利用の
「最適化」に取り組みます。

　遊休農地の発生防止・解消を行
います。

農地パトロールの
実施

遊休農地率

　担い手への農地の集積・集約を
進めるとともに、新規就農者の確
保を進めます。

最適化活動の農地
集積率

引き続き、農業委員・推進委
員と連携し、遊休農地の発生
防止・解消など「農地等の利
用の最適化」に取り組みま
す。

引き続き、農業委員・推進委
員と連携し、遊休農地の発生
防止・解消など「農地等の利
用の最適化」に取り組みま
す。

適正な事務の執行を確保するた
め、コンプライアンスの徹底、内部
統制制度による事務ミスや不正の
発生防止に努めます。

内部統制制度にお
ける報告件数

個人の財産に関わる案件も
あることから、今後も法令業
務を適正に実施していきま
す。

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

1

74.0%

10経営体

72.9%

17経営体

担い手への農地の集
積・集約

新規就農者への農地
情報の提供及び就農
候補地の斡旋

農業委員・推進委員や農地中
間管理機構などの関係機関と連
携し、担い手への農地の集積・
集約を進めるとともに、新規就農
者への農地情報の提供及び斡
旋等を行い、新規就農者の確保
を進めます。

△

最適化活動の農地集積率
目標に対する達成率は、
98.5%とわずかに未達成

新規参入数　１7経営体
（北5、中央2、秋葉2、南1、
西2、西蒲5）

2

年1回
.

管内農地面積
の1%以下

年1回
.

管内農地面積
の1%以下

農地利用状況調査の
実施
農地ﾊﾟﾄﾛｰﾙの実施
遊休農地所有者への
是正指導
農地利用意向調査の
実施

農業委員・推進委員と連携し、
農地パトロールなどを実施し、
遊休農地所有者への是正指導
などを行い、遊休農地の発生
防止・解消を進めます。

○

農地パトロールの実施
　１回

遊休農地率
　0.31%

3

年2回

年12回

年12回

年1回

年12回

年12回

市長や二役、市農林
水産部との懇談会の開
催
役員会の開催

事務所長会議の開催

市長等との懇談会や農業委員
役員会、事務所長会議などの開
催を通じて、地域課題の把握・
解決などを図るとともに、円滑な
業務運営を行います。 △

市長等との懇談会の開催
　1回（副市長懇10/31、市
長懇 実施困難）

役員会の開催　12回
事務所長会議の開催　12
回

4

毎月公表

HP掲載1回

年3回発行

毎月公表

HP掲載1回

年3回発行

総会議事録の作成

農業委員会事業計画
等のＨＰへの掲載

農業委員会だよりの発
行

総会議事録や農業委員会事業
計画、農業委員会だよりなどを
作成、公表することにより、農業
委員会の活動の見える化を進め
ます。

○

総会議事録の作成
　毎月公表
事業計画掲載数
　1回

農業委員会だより発行数
　3回

5 行財1-1-①

0件 0件 コンプライアンスの推
進

職員研修などによりコンプライ
アンス意識の浸透・徹底を図る
とともに、内部統制制度を活用
し、不適切な事務処理の発生
防止に向けた取り組みを組織
で共有することで、不適切な事
務処理の発生を防止します。

○

内部統制制度の報告件数
　0件

組織目標管理シート

年度 令和６年度 R6.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標組織名（部） 農業委員会事務局

組織名
（準部・課・機関名）

農業委員会事務局（兼中央事務所） R7.3.31

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

担い手への農地の集積・集約を進
めるとともに、新規就農者の確保
を進めます。

最適化活動の農地
集積率

新規参入数（年間）

　引き続き、農業委員・推進
委員の連携のもと、担い手へ
の農地の集積・集約化や新
規就農者の確保に取り組み
ます。

主な取組（事業）

遊休農地の発生防止・解消を行い
ます。

農地パトロールの
実施

遊休農地率

　農業委員・推進委員と連携
し、遊休農地の発生防止・解
消など「農地等の利用の最適
化」に取り組みます。

地域課題の把握・解決などを図る
とともに、円滑な業務運営を行いま
す。

市長等との懇談会の
開催

役員会の開催

事務所長会議の開
催

　法律に基づく関係行政機関
等に対する農業委員会の意
見を提出する機会を兼ねた
市長や市長部局との意見交
換や役員会、事務所長会議
などを通じ、地域課題の把握
と解決を図るとともに、各事
務所間の均衡を図ります。

法令業務を適正に実施するととも
に、透明性を確保します。

総会議事録公表数

事業計画掲載数

農業委員会だより
発行数

　業務内容、活動などについ
て積極的に情報提供を行い、
農業委員会への一層の理解
と信頼の確保に努めます。

　個人の財産に関わる案件も
あることから、今後も法令業
務を適正に実施していきま
す。

適正な事務の執行を確保するた
め、コンプライアンスの徹底、内部
統制制度による事務ミスや不正の
発生防止に努めます。

内部統制制度の報
告件数（件）

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

1

１３日/月 １７.５日/月 農地利用の最適化活
動

・「事業計画」、「最適化活動の
目標の設定等」の策定
・「農業委員会活動記録簿」の
内容確認及び支援 ○

最適化活動の日数が１７.５
日/月となり目標を達成しま
した。

2

１％以下 0.09% 遊休農地の発生防
止・解消活動

・農地パトロールや訪問指導等
による現地指導
・農地利用意向調査とその後
の処置・対応
・非農地判定の検討

○

遊休農地の割合は0.09％
となり目標を達成しました。

3

20ha 37ha 農地の集積活動 ・地域計画への参画
・利用権設定促進事業の推進
・農地中間管理事業の促進

○

認定農業者等への農地の
集積面積は37haで目標を
達成しました。

4 行財1-1-①

０件 ０件 コンプライアンスの推
進

職員研修などによりコンプライ
アンス意識の浸透・徹底を図る
とともに、内部統制制度を活用
し、再発防止の取組みを組織
内で共有することで、事務処理
誤り等の防止を進めます。

○

報告件数は0件で目標を達
成しました。

適正な事務の執行を確保するた
め、コンプライアンスの徹底、内部
統制制度による事務ミスや不正の
発生防止に努めます。

内部統制制度にお
ける報告件数

適正な事務の執行のため、コ
ンプライアンスの徹底を行う
とともに、事務ミスなどが発生
しないよう、複数人による確
認を行うなど発生防止に努め
ます。

遊休農地の発生防止・解消を進め
ます。

管内農地面積に占
める遊休農地の割
合

農業委員及び推進委員と連
携を取り、農地の遊休化の防
止と発生時の解消を進めて
いきます。

担い手への農地の集積・集約化を
推進します。

担い手（認定農業
者）への農地の利
用集積面積（ha）

農地中間管理事業の促進を
通し認定農業者等への農地
の集積を進めます。

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

「農地等の利用の最適化」を推進
するため、具体的な取組等につい
て定める「事業会計」、「最適化活
動の目標の設定等」などに基づく、
農業委員会活動の状況を把握し、
農業委員・推進委員の活動を支援
します。

委員一人、一月当
たりの最適化活動
の日数

農地の遊休化の防止や利用
の最適化のため、農業委員
及び推進委員の活動の支援
を行っていきます。

主な取組（事業）

No.

組織目標 指標

組織目標管理シート

年度 令和６年度 R6.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標組織名（部） 農業委員会事務局

組織名
（準部・課・機関名）

秋葉区事務所 R7.3.31

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

1

遊休農地率
１％以下

0.043% 遊休農地の発生防
止・解消

・農地利用状況調査の実施
・遊休農地の是正指導
・農地利用意向調査の実施

○

管内の遊休農地が増加す
る傾向にありますが、積極
的に所有者等に是正措置
を求め、１%以下を達成しま
した。

2

72.00% 72.58% 担い手への農地の集
積・集約化

・農地中間管理機構と連携し
て、担い手への農地の集積・集
約
・農業経営基盤強化促進によ
る権利移転、利用権設定によ
る担い手への農地の集積・集
約

○

担い手への農地の集積・
集約化を進め、目標を達成
しました。

3

1経営体 4経営体 新規就農者の確保 ・新規就農者への農地情報の
提供及び就農候補地の斡旋

○

新規就農者の参入促進に
ついては農地情報等の提
供や農地所有者との架け
橋として丁寧な対応をして
きた結果、４経営体の参入
が実現できました。

4 行財1-1-①

０件 ０件 コンプライアンスの推
進

職員研修などによりコンプライ
アンス意識の浸透・徹底を図る
とともに、内部統制制度を活用
し、再発防止の取組みを組織
内で共有することで、事務処理
誤り等の防止を進めます。

○

職員研修の実施や、意識
啓発を行った結果、目標を
達成しました。

組織目標管理シート

年度 令和６年度 R6.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標組織名（部） 農業委員会事務局

組織名
（準部・課・機関名）

南区事務所 R7.3.31

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

遊休農地の発生防止・解消に取り
組みます。

管内の遊休農地率 今後も農業委員・推進委員と
連絡を取り合い、発生防止、
解消に努めます。

主な取組（事業）

担い手への農地の集積・集約化を
推進します。

担い手への農地集
積率（％）

中間管理事業制度の周知を
行いながら、農地の集積・集
約を進めます。、

新規就農者の確保を進めます。 新規就農者数（法
人雇用・親元就農
は含めない）

引き続き、新規就農者への農
地情報の提供及び就農候補
地の斡旋を進めます。

適正な事務の執行を確保するた
め、コンプライアンスの徹底、内部
統制制度による事務ミスや不正の
発生防止に努めます。

内部統制制度にお
ける報告件数

職員研修やコンプライアンス
意識の浸透・徹底を図るとと
もに、内部統制制度を活用
し、事務処理誤り等の防止を
進めます。

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

1

84.8%

5経営体

84.8%

5経営体

農地の集積・集約と
新規就農者の確保

・農地中間管理機構と連携して、
担い手への農地の集積・集約
・農業経営基盤強化促進法によ
る権利移転、利用権設定による
担い手への農地の集積、集約
・新規就農者への農地情報の提
供及び就農候補地の斡旋

○

認定農業者等への農地集
積率及び新規就農者数は
目標を達成しました。

（農地集積）　3,095ha
（管内経営面積）　3,649ha
（新規就農者数）　5経営体

2

1回/年

1.0%以下

1回/年

1.0%以下

・農地パトロールの実施
・遊休農地所有者への是正指導
・農地利用意向調査の実施
・非農地判定に向けた方向性の
整理、検討 ○

計画どおり目標を達成しま
した。

（パトロール実施）
6/21～7/24、6地区×1回
（荒廃農地面積）　27.2ha
（管内経営面積）　3,649ha
（遊休農地率）　0.74%

3

12日/月 11.69日/月 推進委員等による
最適化活動の推進

「農業委員会活動記録簿」の内
容確認や記入に当たり各種の支
援を行います。

×

目標に対する達成率は、
97.4%と概ね達成しました。

3,368日/24人/12月
=11.69日/月・1人

4 行財1-1-①

0件（令和5年
度：0件）

0件 コンプライアンスの
推進

職員研修などによりコンプライア
ンス意識の浸透・徹底を図るとと
もに、内部統制制度を活用し、不
適切な事務処理の発生防止に向
けた取り組みを組織で共有する
ことで、不適切な事務処理の発
生を防止します。

○

計画どおり目標を達成しま
した。

（内部統制制度の報告件
数）
　0件

組織目標管理シート

年度 令和６年度 R6.4.1（参考）
関連する総合計画
における政策指標組織名（部） 農業委員会事務局

組織名
（準部・課・機関名）

西区事務所 R7.3.31

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

担い手への農地の集積・集約及び
新規就農者の確保を推進します。

認定農業者等への
農地集積率（%）

新規就農者数（経
営体）

農地中間管理機構と連携し、
担い手への農地の集積を進
めます。農業委員会委員の
協力を得て新規就農希望者
への支援を行うほか、区農林
担当課と連携しながら、農地
情報の提供や就農候補地を
斡旋します。

主な取組（事業）

遊休農地の発生防止と解消に向
けた取り組みを行います。

農地パトロールの
実施（回/年）

遊休農地率（%）

農業委員会委員のほか、新
潟県や地元JAなどの関係機
関・団体との協力体制のも
と、農地パトロールが実施で
きた。今後も継続していきま
す。

「農地等の利用の最適化」を推進
するため、具体的な取り組みなど
について定める、「事業計画」「最
適化活動の目標の設定等」などに
基づき、農業委員会活動の状況を
把握し、農業委員・推進委員の活
動を支援します。

委員一人当たりの
最適化活動の日数
（日/月）

農業委員会委員による最適
化活動に対しては、事務局と
連携しながら活動状況の把
握に努め、引き続き支援しま
す。

適正な事務の執行を確保するた
め、コンプライアンスの徹底、内部
統制制度による事務ミスや不正の
発生防止に努めます。

内部統制制度の報
告件数（件）

引き続き、関係法令を遵守
し、組織全体でコンプライアン
スに取り組みながら、公正な
職務を遂行します。

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

1

１２日／月 10.97日／月 農業委員会委員の活
動の支援

農業委員会活動記録簿の内容
を確認し、農業委員推進委員
の日頃の活動を支援します。

×

委員一人、一月あたりの活
動日数の達成度は約91％
となり、概ね達成しました
が、目標値には届きません
でした。

2

年１回

１％以下

年１回

１％以下

農地パトロールの実
施

遊休農地所有者への
是正指導

農業委員、推進委員及び事務
局が連携して、管内各地区毎
に農地パトロールを実施しま
す。 ○

旧町村の各地区ごとに農
地パトロールを１回ずつ実
施しました。

遊休農地率　0.30％

3

２経営体 ５経営体 新規就農者への農地
情報の提供等

新規就農者への農地情報の提
供及び斡旋等を行い、新規就
農者の確保を進めます。

○

新規就農者５経営体を確
保し、目標を達成しました。

4 行財1-1-①

０件 ０件 コンプライアンスの推
進

職員研修などによりコンプライ
アンス意識の浸透・徹底を図る
とともに内部統制制度を活用
し、再発防止の取り組みを庁内
で共有することで、事務処理誤
り等の削減に取り組みます。

○

内部統制制度の報告件数

　 ０件

適正な事務の執行を確保するた
め、コンプライアンスの徹底、内部
統制制度による事務ミスや不正の
発生防止に努めます。

内部統制制度にお
ける報告件数

個人の財産に関わる案件も
あることから、今後も法令業
務を適正に実施していきま
す。

遊休農地の発生防止、解消を進め
ます。

農地パトロールの
実施回数

管内農地面積に対
する遊休農地率

農業委員、推進委員と連携し
て、遊休農地や違反転用地
の発生防止、改装など「農地
等の利用の最適化」に取組
みます。

新規就農者の確保に取り組みま
す。

新規就農者数 引続いて農業委員や推進委
員及び関係機関等と連携し
て、新規就農者の確保に向
けて取り組みます。

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

「農地等の利用の最適化」を推進
するため、具体的な取り組み等に
ついて定める「事業計画」、「最適
化活動の目標の設定等」に基づ
く、農業委員会活動の状況を把握
し、農業委員・推進委員の活動を
支援します。

委員一人、一月当
たりの最適化活動
の日数

引続いて農業委員会活動の
状況を把握し、農業委員、推
進委員の日頃の活動を支援
します。

主な取組（事業）

No.

組織目標 指標

組織目標管理シート

年度 令和６年度 R6.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標組織名（部） 農業委員会事務局

組織名
（準部・課・機関名）

西蒲区事務所 R7.3.31

○：達成
△：一部未達成
×：未達成


